
日本版気候若者会議（主催：日本若者協議会）では、「環境政策の早期実現」、「開かれた議論

の場」、「発信による世論喚起」を目的に、若者108名で10週間（2021年5月23日~8月1日）にわ
たり気候変動対策について議論し、政策をまとめた。

その中から関連する提言を投稿したい。

一．温室効果ガス排出削減目標の引き上げ、2040年目標の設定

日本政府の温室効果ガス排出削減目標は、2020年までに2005年比で3.8％以上削減、2030年
までに2013年比で46-50％削減、2050年までにカーボンニュートラルの3種類がある（2020年目
標は超過達成の見通し）。これらの目標をめぐり、3つの提言がある。

1 既存の政府の2030年目標は、パリ協定の1.5℃未満に必要な日本の排出削減量と、世界にお
ける衡平性や気候正義とを踏まえた場合に、低すぎるとの分析がある。たとえば、国際的な科学

者グループであるClimate Action Trackerは、62％以上の削減が必要と分析している。科学的知
見と気候正義に基づき、少なくともこの水準の目標に改めるべきである。

2 2050年までの長期的な脱炭素を着実に進めるためには、2030年と2050年の中間である2040
年の排出削減目標も必要であり、各国では2040年目標の検討や策定が進んでいる。しかし、日
本においては、2040年の目標について検討が行われておらず、予定もされていない。このため、
2040年の排出削減目標について検討する場（審議会等）を政府内に立ち上げるべきである。

3 2050年カーボンニュートラル目標は、1.5℃目標のために世界全体で達成すべき目標であっ
て、日本の責任と能力を考えれば、2050年よりも前（例えば2045年）にカーボンニュートラルをめ
ざすと宣言して然るべきである（実際に、ドイツ等複数の先進国が2050年よりも前にカーボン
ニュートラルを実現する目標を持っている）。したがって、日本は、カーボンニュートラルの目標を

前倒しするよう、検討を始めるべきである。

二．第６次エネルギー基本計画に対する電源構成の見直し（再エネ100％）

-現状/問題-
　日本の温室効果ガス排出量の約9割はエネルギー起源CO2であるため、エネルギー政策は極
めて重要である。ところが、2021年7月21日に発表されたエネルギー基本計画の素案は、2030
年までの温室効果ガス削減目標を2013年比46~50％として、2030年の電源構成では、再エネ
36~38％、原子力20~22％、石炭19％、LNG20％、石油等2％、水素・アンモニア1％とした。しか
し、既存の政府のエネルギー政策には、次の問題点がある。

1 科学者によれば2030年46-50%削減という水準はパリ協定1.5℃目標に整合しない

2 最も環境負荷が小さく、最も注力されるべき省エネを過小評価している

3 パリ協定1.5℃のためには遅くとも2030年までにゼロにすべきと科学者が指摘している最大の
CO2排出源である石炭火力を19％も温存し、天然ガス火力のフェーズアウト方針もない。化石燃
料は大気汚染を招き、健康被害につながっている（WHOは大気汚染由来の健康被害で年間約
700万人が呼吸器疾患や虚血性心疾患で死亡しており、クリーンな再エネ利用を呼びかけてい
る）。また、化石燃料の採掘に伴う自然破壊や人権侵害、化石燃料運搬に伴う環境破壊（モーリ

シャスの重油流出事故等）の問題、化石燃料利用をやめずに気候変動が進行した場合の大量

絶滅の問題も深刻である



4 事故リスク、核廃棄物処理、コスト高、環境正義と都市地方間格差、世代間衡平性、技術的・
政治的な実現可能性、温排水による周辺生態系への悪影響、労働者の被爆という観点から、問

題の大きい原発を維持拡大しようとしている。

5 比較的環境負荷の小さい再エネについての目標値が低すぎる。再エネの環境負荷を最小限に
抑えるためのゾーニングや地元住民合意プロセスが十分でない

6 化石燃料由来の水素・アンモニアの利用の余地を残していることで化石燃料依存が続くととも
に、すでに実用化されている現実的な対策である省エネ・再エネ強化を先延ばしする懸念がある

7 経済合理性の高い省エネや、最もコストが安くなると見込まれる再エネよりも、安全対策や炭
素価格の反映によってコストが高くなると見込まれる原子力・化石燃料をより重視しており、総じ

て社会全体のエネルギーコストが大きくなる

8 世界で拡大を続ける再エネに消極的で、今後世界で衰退する原子力や化石燃料に積極的だ
が、それは日本企業の利益のための経済戦略としても失敗してきた（以前、日本の太陽光発電

モジュールは世界シェアの半分以上を占め、1位だったが、政府が原発と化石燃料に偏重し、海
外が再エネ大量導入に舵を切る中で、2012年にはトップ10から転落し、2018年の世界シェアは
1.2％まで落ちている）。近年、Appleのように、取引先のサプライチェーンのすべての企業が再エ
ネ100％を達成するように求める動きも広がっており、原発と化石燃料を使い続ける日本の企業
が、国際的なサプライチェーンから排除されかねない。

-提言-

S+3Eのみならず、気候正義を実現させる観点から、日本のエネルギー政策を次の通り見直すこ
とを求める。

1 国際的な科学者グループClimate Action Trackerの分析を踏まえ、パリ協定の1.5℃目標に整
合させるため、温室効果ガス排出削減目標は2013年比で2030年までに62％以上削減としこれ
に沿うエネルギー政策とすることを確保すべきである。

2 2050年に向けて、日本で再エネ100％を実現させるとの目標を設定し、これを可能とするため
の政策をとること。日本が2050年までに電力部門のみならず一次エネルギーの再エネ割合を
100％にするシナリオ・ロードマップは、自然エネルギー財団、JUST（未来のためのエネルギー
転換研究グループ）、WWFジャパン、気候ネットワーク、Jacobsonなどによって示されている（送
電網整備にかかるコスト計算や、1時間ごとの気象データを用いた発電量のシミュレーションをし
た上で「再エネ100％は可能」と結論づける等、シナリオごとに特色がある）。化石燃料＋原発＋
再エネでカーボンニュートラルを実現するという選択肢と、再エネ100％でカーボンニュートラルを
実現するという選択肢がある中、上述した問題点を踏まえれば、再エネ100％の方針を採用すべ
きである。また、再エネ導入推進にあたっては、これが自然生態系に与える影響を最小限に留め

るためのゾーニング等を進めるべきである。

3 国際的な科学者グループClimate Analyticsの分析によると、1.5度に整合させるためには、
2030年の電源構成における再エネ電気の割合は60％以上にし、石炭火力発電はほぼゼロにす
る必要があり、ガス火力発電も2038年にはゼロにし、2040年までに発電部門を実質排出ゼロに
する必要があるとされている。2030年のエネルギーミックスは、かかる科学的な分析を踏まえ、
2030年の電源構成において、石炭火力はゼロ、原発はゼロ（※）とすべきである。



これらの政策転換によって、パリ協定の1.5℃目標の実現に貢献できる。また、NewClimate
Instituteによれば、日本が再エネ100％をめざす場合、年間6万7000人の雇用増加のチャンスを
得て、大気汚染による早期死亡リスクから年間1万5000人を救うことができ、化石燃料輸入コスト
を3.7兆円節約することができる。

※安定的なエネルギー供給のため、必要最低限原子力発電の活用を求める意見も参加者の中

で一部存在した。

三．気候市民会議の創設

　現状、気候変動対策に関して、若者や市民の声が十分に反映されているとは言えず、イギリス

やフランス、ドイツなどの事例を参考に、政府が主導する形で、気候市民会議を設置することを

求めたい。気候市民会議とは、無作為抽出で「ミニ・パブリックス」を形成し、気候変動対策につ

いて議論を重ねる会議である。その際、単に開催するだけでなく、政策決定プロセスに意見を反

映させること、透明性を確保することが重要である。これは「政策立案プロセスの透明化と双方向

的なコミュニケーションの充実」という第6次計画案の最後にある節にも整合するものである。

四．独立行政機関である、気候変動委員会の設置

　イギリスでは、データ/エビデンスに基づいた意思決定を行うため、政府とは独立した形で、温室
効果ガスの削減目標に対するイギリスの進展状況と、同国の気候変動への取り組みに関する

チェック機能を持つ「気候変動委員会（Climate Change Committee）」が設置している。毎年、イ
ギリス議会に対し対策の進捗状況の報告書を提出し、政府はこの報告書に対する返答を議会に

提出する義務がある。日本でも同様の独立行政機関の設置を求める。

参考：

日本版気候若者会議　全70提言内容　https://youthclimateconference.jp/archives/351


